
 

 

平成 28 年７月 25 日 

各   位 

会社名  ジャパンベストレスキューシステム株式会社 

代表者名 代表取締役  榊原 暢宏 

（コード：2453 東証第一部・名証第一部） 

問合せ先 執行役員コーポレートプラットフォームカンパニー長 葛川 遼佳 

（TEL：052-212-9908） 

 

連結子会社（株式会社ライフデポ）の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ライフデポ（以

下「ライフデポ」といいます。）を平成 28 年９月１日を効力発生日として、吸収合併（以

下「本合併」といいます。）することについて決議しましたので、下記のとおりお知らせし

ます。 

なお、本合併は、当社が 100％出資している連結子会社を対象とする簡易吸収合併である

ため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

ライフデポは、通信キャリアに対して当社が行う生活救急サービスをコンテンツの一

つとして提供すべく、平成 21 年４月に設立（当初当社の持分 49.00％）されましたが、

その後当社が株式を一部譲り受け、当社の持分割合が 85.03％の連結子会社として今日に

至っております。 

今般、本日付でライフデポ株式 352 株を譲渡総額金 21 百万円で譲り受け、完全子会社

化した後、当社に吸収合併することで、両社の経理業務等を親会社である当社に一本化

し、当社グループにおける業務の効率化を図るとともに、企業価値向上のために必要不

可欠な子会社に当社の人的リソースを集中して投下することで、子会社の管理体制の強

化することを目的としております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

①当社取締役会決議日 平成 28 年７月 25 日 

②吸収合併契約書締結日 平成 28 年７月 25 日 

③吸収合併公告開始日 平成 28 年７月 27 日（予定） 

④合併効力発生日 平成 28 年９月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、ラ

イフデポにおいては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、それ

ぞれ株主総会の承認決議を経ずに行います。 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ライフデポは解散します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付き社債に関する取扱い 

ライフデポは、新株予約権及び新株予約権付き社債を発行しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 ジャパンベストレスキューシステム株式会社 株式会社ライフデポ 

（２）所在地 名古屋市中区錦一丁目 10番 20 号 東京都千代田区大手町二丁目１番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 榊原 暢宏 代表取締役 笠井 篤史 

（４）事業内容 生活トラブル解決サービス業 コンテンツ事業 

（５）資本金 779 百万円 78 百万円 

（６）設立年月日 平成９年２月 12 日 平成 21 年４月 14 日 

（７）発行済株式数 34,685,000 株 2,352 株 

（８）決算期 ９月 30 日 ９月 30 日 

（９）大株主及び持分比率 榊原 暢宏 

綿引 一 

JBR 取引先持株会 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

フタバ株式会社

35.31％

1.44％

1.19％

1.08％

0.95％

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 100％ 

(平成28年３月31日現在) (平成28年７月25日現在)

（10）直前会計年度の財政状況及び経営成績 

 平成 27 年９月期（連結） 平成 27 年９月期（単体）

純資産 5,404 百万円 93 百万円

総資産 11,930 百万円 280 百万円

１株当たり純資産 154.78 円 39,567.42 円

売上高 12,117 百万円 431 百万円

営業利益又は営業損失（△） 597 百万円 △32 百万円

経常利益 558 百万円 △29 百万円

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △176 百万円 △30 百万円

１株当たり当期純損失（△） △5.12 円 △13,018.06 円

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算

期に変更はありません。 

 

５．業績に与える影響 

本合併は、当社の 100%出資の連結子会社との合併であるため、当社連結業績への影響

は軽微であります。 

 

以  上 


